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神戸市内企業の米国関税に関する影響調査 

調査結果 
 

１．調査概要 
 

※本調査は、神戸市から信用調査会社である株式会社東京商工リサーチに対して本調査に関する業務

を委託して実施したものである。 

 

 調査目的 米国関税による市内事業者への影響の有無とその内容、また関税に対する対応、   

支援策のニーズ等を明らかにする。 

 調査対象 神戸市に本社をおく製造業（主業または従業）2,000 社 

※株式会社東京商工リサーチの企業情報データベースから抽出 

 調査方法 郵送による依頼文配付・Web経由での回収 

※調査対象全件に対して、電話による回答督促を実施した 

 調査期間 令和 7年 7月 25日～8月 8日 

 回答結果 531 件（回収率26.6％） 

 ヒアリング 

      米国関税の影響やその背景をより具体的に把握するために、調査の回答内容をもとにヒアリングを

実施した。 

      調査に回答した企業を対象に、業種の偏りが無いよう、製造業の全15業種について 1業種あたり

4件、計 60件のサンプル数確保を目標とし、計 71件の回答を得た。 

 

 

２．回答者属性 
 

【業種】 

「その他製造業」が 23.2%で最も高く、次いで「鉄鋼業、非鉄金属、金属製品」が 15.1%、「食料品、飲

料・たばこ・飼料」が 13.6%であった。 

 

 

【従業員数（常時使用する者）】 

「1～5人」が 38.2%で最も高く、次いで「6～20人」が 28.1%、「21～100人」が 24.5%であった。 

 

 

n=

531 38.2 28.1 24.5 6.8 1.5 0.4 0.4 0.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1～5人 6～20人 21～100人 101～300人 301～1,000人 1,001～2,000人 2,001～5,000人 5,000人超

（上段：件数、下段：％）

  全  体
食料品、飲
料・たばこ・
飼料

繊維工業

木材・木製
品、家具・装
備品、パル
プ・紙・紙加
工品

印刷・同関連
品

化学工業
石油製品・石
炭製品、プラ
スチック製品

ゴム製品
なめし革・同
製品・毛皮

窯業・土石製
品

鉄鋼業、非
鉄金属、金
属製品

はん用機械
器具

生産用機械
器具、業務
用機械器具

電子部品・デ
バイス・電子
回路、電気
機械器具、
情報通信機
械器具

輸送用機械
器具

その他製造
業

531 72 18 18 23 22 19 25 11 9 80 9 40 40 22 123

100 .0 13 .6 3 .4 3 .4 4 .3 4 .1 3 .6 4 .7 2 .1 1 .7 15 .1 1 .7 7 .5 7 .5 4 .1 23 .2
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【資本金】 

「1,000 万円以上～5,000 万円未満」が 50.3%で最も高く、次いで「1,000 万円未満」が 34.1%、

「5,000 万円以上～1億円未満」が 10.2%であった。 

 

 

 

【売上高（直近 1年間）】 

「1 億円以上」が 63.1%で最も高く、次いで「1,000 万円以上～5,000 万円未満」が 19.0%、

「5,000 万円以上～1億円未満」が 10.4%であった。 

 

 

 

 

 

３．主な調査結果 
 

（１） 輸出の状況 

「間接的にも輸出はしていない」が 56.5%で最も高く、次いで「直接輸出はしていないが、間接的に輸

出をしている」が 27.1%、「直接輸出をしている」が 11.1%であった。 

 

 

  

n=

531 34.1 50.3 10.2 2.6 1.3 1.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1,000万円未満 1,000万円以上～5,000万円未満 5,000万円以上～1億円未満

1億円以上～3億円未満 3億円以上～10億円未満 10億円以上

n=

531 4.1 3.4 19.0 10.4 63.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

500万円未満 500万円以上～1,000万円未満 1,000万円以上～5,000万円未満 5,000万円以上～1億円未満 1億円以上

n=

531 11.1 27.1 56.5 5.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

直接輸出をしている 直接輸出はしていないが、間接的に輸出をしている 間接的にも輸出はしていない 分からない
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（２） 主要な輸出先（直接輸出している企業のみ回答・複数回答） 

「アジア」が最も高く、次いで「アメリカ」、「欧州」の順番であった。「アメリカ」の割合は 39.0％であっ

た。 

 

 

 

（３） 自社の製品が使われている最終財の主要な輸出先 

（間接輸出している企業のみ回答・複数回答） 

「アジア」が最も高く、次いで「アメリカ」、「欧州」の順番であった。「アメリカ」の割合は 43.1％であっ

た。 

 
 

  

アメリカ

アジア

オセアニア

カナダ

中南米

欧州

中東

アフリカ

39.0

89.8

11.9

10.2

3.4

33.9

13.6

1.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n=59)

アメリカ

アジア

オセアニア

カナダ

中南米

欧州

中東

アフリカ

分からない

43.1

67.4

5.6

6.3

8.3

28.5

9.7

2.8

22.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

(n=144)
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（４） 米国追加関税による売上げ・利益率への影響 

「今後も影響が出る見込みはない」が 53.7%で最も高く、次いで「今後、影響が出る見込みである」が

37.1%、「現時点でやや影響が出ている」が 6.6%であった。 

 

 

 

 

（５） 具体的な影響 

（前問で「現時点で深刻な影響が出ている」「現時点でやや影響が出ている」「今後影響が出

る見込みである」と回答した企業のみ回答・複数回答） 

「世界的な景気後退による売上高・利益率の減少」が 48.4%で最も高く、次いで「直接もしくは間接輸

出企業からの受注数が減少することによる売上高の減少」が 46.7%、「国内経済の停滞に伴い個人消費

意欲が減退することによる国内での売上高の減少」が 39.0%であった。 

 

  

n=

531 2.6 6.6 37.1 53.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

現時点で深刻な影響が出ている 現時点でやや影響が出ている 今後、影響が出る見込みである 今後も影響が出る見込みはない

アメリカへの輸出減少による
売上高の減少

関税分を価格転嫁できないことによる利益

率の減少

世界的な景気後退による
売上高・利益率の減少

直接もしくは間接輸出企業からの受注数が
減少することによる売上高の減少

直接輸出企業が関税上昇分を
価格転嫁できないことによるしわ寄せ

為替変動（円高）による利益の減少

国内経済の停滞に伴い個人消費意欲が減

退することによる国内での売上高の減少

その他

23.6

14.2

48.4

46.7

21.1

24.4

39.0

8.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

(n=246)
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（６） 米国追加関税に対応するため、新たに取り組みたいこと（複数回答） 

「特にない（現状維持）」が 69.5%で最も高く、次いで「価格転嫁・交渉」が 17.9%、「新規事業・新製

品の開発」が 13.0%であった。 

 

 

 

 

（７） 米国追加関税への対応として、神戸市に期待する支援（複数回答） 

「特にない」が 47.1%で最も高く、次いで「関税以外のコスト（物価・エネルギー）上昇に対する支援」

が 24.9%、「資金繰り支援」が 19.0%であった。 

 

 

 

  

海外への新たな
販路開拓・拡大

輸出を縮小し、国内への
販売に切り替える

ＤＸなど業務の省力化・
効率化による生産性向上

新規事業・新製品の開発

生産拠点のアメリカ等
への移転

原材料の見直し（調達先
変更によるコスト削減等）

価格転嫁・交渉

その他

特にない（現状維持）

6.4

0.9

9.6

13.0

0.0

12.8

17.9

0.6

69.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

(n=531)

資金繰り支援

海外販路開拓への支援

ＤＸ支援

新規事業・新製品の
開発支援

経営基盤強化に向けた
専門家派遣

関税以外のコスト（物価・エ
ネルギー）上昇に対する支援

関税上昇分に関連する
価格転嫁支援

個人消費の喚起

関税に関する情報提供・
相談窓口

特にない

19.0

5.8

6.2

13.9

2.6

24.9

7.7

16.0

7.0

47.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

(n=531)
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４．まとめ 
 

（１） 調査結果のまとめ 

 輸出の状況について 

直接的にも間接的にも輸出をしていない企業が半数以上を占めたものの、直接輸出はせずに間接的に

輸出をしている企業が３割弱、直接輸出をしている企業が 1割強を占めている。 

 

 主要な輸出先（直接輸出している企業） 

アジアが９割弱と最も高く、次いでアメリカが４割弱、欧州が３割強であった。 

 

 自社の製品が使われている最終財の主要な輸出先（間接的に輸出している企業） 

アジアが７割弱と最も高く、次いでアメリカが４割強、欧州が３割弱であった。割合は異なるものの、直接

輸出する場合の主要な輸出先と傾向は同様である。 

 

 米国追加関税による売上げ・利益率への影響の有無 

「今後も影響が出る見込みはない」が５割強で最も高く、次いで「今後、影響が出る見込みである」が４

割弱であった。少数ではあるものの、「現時点でやや影響が出ている」と「現時点で深刻な影響が出てい

る」と回答した企業も存在する。 

 

 米国追加関税による具体的な影響 

「世界的な景気後退による売上高・利益率の減少」が５割弱で最も高く、次いで「直接もしくは間接輸出

企業からの受注数が減少することによる売上高の減少」が４割半ば、「国内経済の停滞に伴い個人消費意

欲が減退することによる国内での売上高の減少」が４割弱であった。 

 

 米国追加関税に対応するため、新たに取り組みたいこと 

「特にない（現状維持）」が７割弱で最も高いが、それ以外の選択肢をみると、「価格転嫁・交渉」が２割

弱、「新規事業・新製品の開発」及び「原材料の見直し（調達先変更によるコスト削減等）」が１割強と続い

た。 

 

 米国追加関税への対応として、神戸市に期待する支援 

「特にない」が５割弱で最も高いが、それ以外の選択肢をみると、「関税以外のコスト（物価・エネルギ

ー）上昇に対する支援」が２割半ば、「資金繰り支援」が２割弱と続いた。 

 

 

（２） ヒアリング結果のまとめ 

米国関税の影響の要因は関税単独ではなく、国内の物価高騰、取引先の輸出前倒し（関税発動前に輸

出を済ませる動き）、中国経済の鈍化、為替などの要因が複合的に絡んでいる。また、一部企業において

は、2025 年春から夏にかけて関税の影響が顕在化していると認識されており、調査時点（関税発動前）

で既に影響を受けている企業が存在するのが実情である。 

 


